
 

小中学校の給食費無償化を求める意見書 

  

 学校給食の食材費高騰が深刻である。多くの自治体が地方創生臨時交付金の

「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」を活用して、給食食材費への

支援をおこなっているが、「臨時交付金がなくなったら補助を続けられない」と

の声が上がっている。 

 小中学校とも給食費が今年度無償、あるいは今年度実施予定の自治体は４８

２、小学校のみは１４、中学校のみは１７である。 

 公費による食材費への補助がなくなれば、保護者負担を上げるか、給食の質

を下げることになる。子どもたちに給食を通じた豊かな教育を保障するために、

国が力を発揮することが必要である。物価高騰が続く中、学校給食費の保護者

負担を軽減するとともに給食の質を維持向上させることを目的として以下のこ

とを求める。 

１．小中学校、特別支援学校の児童・生徒（の保護者）に対して、給食費を無

償化にすること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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